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財源確保で行政サービスを拡充！！ 

公平・公正を目指すまち 『にいはま』 

 

１ 目的 

市財政の健全化及び市民の信頼に応える公平・公正な行財政運営のために、

全庁を挙げて債権管理の適正化を図ることを目的とする。 

 

２ 対象 

対象となる債権は、市が保有する全ての債権とする。 

 

３ 基本方針 

（１）債権管理に関する事務は、法令、条例等又は契約に基づいて適正に処理

する。 

 

（２）債権管理に関する事務は、大多数の納期内納付者と滞納者との公平性に

留意して、財政上最も市の利益に適合するように処理する。 

 

（３）債権管理に関する事務は、数値目標や執行状況等を明確にし、効果効率

的な事務手続を行う。 

 

（４）債権管理に関する事務は、庁内で危機意識を共有し、管理監督者による

徹底した進行管理を行い、問題を先送りしない。 

 

（５）債権管理に関する情報は、広く市民に公開する。 

 

 

債債権権管管理理基基本本方方針針   
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はじめに 

 

 この計画は、本市が保有する債権の適正な管理と的確な回収に取り組むため

の基本的な考え方を示すものであり、計画の中に列挙された債権に加え、それ

以外の債権においても、計画の趣旨に沿った適正な債権管理と的確な債権回収

対策に努めることにより、市財政の健全化及び市民の信頼に応える公平、公正

な市政運営の推進を図ることを目的とする。 

 

 

１ 対象債権 

（１）対象債権 

新居浜市が債権者となる債権のうち、主なものを表１（16ページ）に示す。

この計画に基づき収納の強化を図る債権は、市税を含む全ての公債権及び私債

権のうち、過去５箇年の間に滞納があった債権とする。 

 

（２）債権種別 

  市が所有する債権について、その性質ごとに区分すると、次のように分類

される。 

市の債権の区分について 

 市の債権   公債権   強制徴収公債権   市税   Ａ 

                        その他  Ｂ 

              非強制徴収公債権       Ｃ 

        私債権                  Ｄ 

 

   Ａ：強制徴収公債権（市税） 

強制徴収公債権（市税）とは、地方税法の規定により賦課、及び差押

等の滞納処分により徴収を行うことができる債権である。また、徴収に

あたっては、原則として他の債権に優先して充当される（租税優先の原

則）。市税には次のような種類があるが、本計画ではこれらの合計額で管

理していくこととする。 

市税の種類：個人市民税、法人市民税、固定資産税、軽自動車税、 

市たばこ税、特別土地保有税、入湯税、都市計画税 
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 Ｂ：強制徴収公債権（その他） 

    強制徴収公債権（その他）とは、市税等の滞納処分の例により処分で

きる債権であり、地方自治法第 231 条の 3 第 3 項において、次の債権に

限定されている。 

 ア 分担金    イ 加入金    ウ 過料 

 エ 法律で定める使用料その他の普通地方公共団体の歳入 

※「法律で定める使用料その他の普通地方公共団体の歳入」とは、地方  

自治法附則第 6条又は各法律において、税の滞納処分の例により処分で

きることを規定しているものをいう。 

『強制徴収公債権（その他）の例』 

 債権名 徴収根拠法令 

１ 保育所保育料 児童福祉法第５６条第１０項 

２ 国民健康保険料 国民健康保険法第７９条の２ 

３ 下水道使用料 地方自治法附則第６条第３号 

 

 Ｃ：非強制徴収公債権 

    非強制徴収公債権とは、許可・認可等の行政処分に伴い発生する使用 

料や手数料、返還金等で、強制徴収公債権に該当しない債権である。 

『非強制徴収公債権の例』 

 債権名 徴収根拠法令 

１ 生活保護費返還金・徴収金 生活保護法第６３条及び第７８条 

２ 児童扶養手当返還金 児童扶養手当法 

３ 老人ホーム費負担金 老人福祉法第２８条 

 

Ｄ：私債権 

    私債権とは、行政処分のような行政庁の一方的な意思決定ではなく、 

相手方との対等な関係に基づき締結される私法上の「契約」と解される 

行為により発生する債権をいう。 

『私債権の例』 

 債権名 徴収根拠法令 

１ 土地建物貸付料 新居浜市公有財産規則 

２ 市営住宅家賃・共益費 新居浜市市営住宅条例 

３ 水道料金 新居浜市水道事業給水条例 
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債権種別ごとの根拠法令の適用関係 

 強制徴収債権 非強制徴収公債権 私債権 

納入通知 地方自治法第 231 条 

督促 地方自治法第 231 条の 3第１項 地方自治法施行令第 171 条 

手数料・延滞金 地方自治法第 231 条の 3 

第 2 項・第 4項 
民法等 

送達・公示送達 

履行延期 

地方税法等 

地方自治法施行令 

第 171 条の 5～第 171 条の 7 徴収停止・免除 

強制執行 
地方自治法施行令 

第 171 条の 2～第 171 条の 4 履行期限繰上げ 

債権の申し出 

時効期間の特則 
地方自治法第 236 条第 1項・第 2項 民法 

時効援用・放棄 

時効中断の効果 地方自治法第 236 条第 4項 

 

（３）公債権と私債権の分類について 

   近年、行政実務上公債権として位置づけられていたものが、最高裁で私

債権であるとして、従来の判断が覆る事案が発生している。水道料金（※１）

や公立病院の診療費（※２）が主なものであり、従来は公の施設の使用料とし

て公債権に分類されていたが、判例で私法上の債権であるとされた。 

   このようなことから、公債権と私債権の分類については、表面的な分類

の仕方ではなく、各債権の個別具体的な法令の規定方法、過去の判例・裁

判例等から判断しなければならない。 

 

 

２ 平成２５年度の収入状況 

  平成 25 年度末現在の、本市における滞納債権の収入状況は表２（20 ペー

ジ）のとおりであり、滞納額の合計は約 15.2 億円に達している。これは、平

成 26年度の各種会計の当初予算総額約 863億円の約 1.77%に相当する。 

表に示したとおり、収入未済額が 5千万円を超える７債権（滞納額が多い順

に、市税、国民健康保険料、住宅新築資金等貸付金、市営住宅家賃、介護保険

料、水道料金、保育所保育料）の滞納額が、全体の約 90.0%を占めている。 
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３ 課題 

  市債権の滞納額は年々減少傾向にあり、平成 25 年度決算においては、債権

管理対策室が設置された平成 22 年度決算と比較して 4.3 億円、約 22％減少し

た。主には市税の滞納額が減少した結果であるが、そのほかの滞納額も減少

傾向にある。これは、各担当課での債権管理を徹底し、債権回収に向けた業

務を適正に執行してきた結果である。 

しかし、少子高齢化社会の到来などの社会情勢の変化や、厳しい経済状況が

続いており、内閣府の月例経済報告（平成 26年 6月度）では「景気は、緩や

かな回復基調が続いている」と報告されているが、県内経済情勢（平成 26 年

5 月分）では、平均月間現金給与総額が実質で前年同月比 3.6％減少している

等、雇用・所得情勢は依然厳しさが残っており、本格的な景気回復には未だ至

っていない。 

  このような状況では、滞納が重なるほど収納の困難度が増すと考えられる

ため、滞納となる前、あるいは滞納初期における適切な納付相談・指導など

が必要となる。 

  これに対して、経済面においては特に支障がないと考えられるケースであ

っても、納付されずに滞納となるものが増加する傾向にある。納付されない

要因としては、納付意識の希薄化が考えられるところであり、納付指導にあ

たっては、納付の必要性を説明し理解を得ることが重要となる。 

  この納付意識の希薄化による滞納は、他の市民に不公平感を抱かせること

となり、これを放置し、滞納額を増加させることは、財政運営のみならず市

政全般にわたって重大な影響を及ぼす危険性がある。 

よって今後は、『納付可能な状況にもかかわらず自主納付がなされない場合

においては、差押や訴訟提起などの法的措置を執る。』という強い姿勢のもと、

滞納整理業務にあたっていく必要がある。 

 

 

４ 個別的債権管理 

（１）債権の適正な管理 

  債権管理は、新居浜市債権規則の規定に従い債権管理簿を調製し、時間

の経過や状況の変化に応じ、各段階において適正に行う。 
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 ア 納期内納付の推進 

滞納債権を発生させないため、口座振替の勧奨、広報紙・ポスター・

チラシ等による啓発及びコンビニ収納等、納付機会の拡大等を検討、実

施していく。 

 イ 減免規定等の適用 

災害・生活困窮等により、納入義務者から減免の申請がなされた場合

には、法令等に基づく減免規定を適正に運用する。 

また、条件に合致する場合には、強制徴収債権にあっては徴収猶予、

非強制徴収債権にあっては履行延期の処分・特約を行う。 

ウ 速やかな督促手続きと催告 

初期対応を迅速かつ的確に実施することが、滞納額を増加させないこ

とに繋がるため、滞納発生後は、法令等に基づく速やかな督促手続きを

徹底する。 

督促指定期日までに納付がない場合は、文書・電話・訪問等による催

告を行うが、文書催告については、例えば、賞与支給時に合わせるよう

に６月・１２月等に納付書を同封して送付し、催告書通知文の言い回し

についても、滞納の段階に応じたものとする。また電話催告も文書催告

のタイミングに合わせる等の強化期間を設ける等、効果効率的な催告と

なるよう実施する。 

  エ 督促手数料・延滞金の収納 

納期後の納付の際には、納期内納付した者との公平性を保つためにも、

歳出返還金を除く公債権については、地方税法や新居浜市督促手数料及

び延滞金条例等の法令に基づく督促手数料及び延滞金を収納する。 

私債権については、契約書に、督促事務費や遅延損害金について規定

するよう努める。 

延滞金等を減免する場合には、減免規定等を整備し、適正に運用する。 

 

（２）時効の管理 

債権管理を行う上で各債権の時効管理は非常に重要である。厳格に管理

し、漫然と時効を迎えるようなことが無いよう、対応しなければならない。 

  ア 消滅時効 

    債権の消滅時効は、原則として民法で10年と定められている。しかし、

各債権の根拠法や、民法の短期消滅時効、また地方自治法の規定により、
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より短い期間で消滅時効にかかる場合がある。債権の種類や性質をしっ

かりと把握したうえで、時効管理を行わなければならない。 

    各債権の消滅時効の期間及び根拠を、表１（16 ページ）に示す。 

  イ 時効中断措置 

    時効期間が経過してしまうと、公債権については債権消滅、私債権に

ついても時効の援用により、債権が消滅することが考えられる。そのた

め、状況に応じて債務承認等による時効中断措置を講じる。 

 

（３）初動対応の強化 

   債権管理において最も重要なのは、契約締結段階や、滞納初期段階での

対応である。 

  ア 納付折衝等の窓口対応の充実 

納付折衝は滞納者に納付を促すためだけではなく、滞納者の状況、財

産の把握を行うためにも重要である。また、再び滞納させないように納

付指導をする意味合いもある。 

よって原課において、窓口対応マニュアルの作成や、ＯＪＴ研修等を

実施することにより、窓口対応スキルの向上を図る。 

  イ 納付誓約書兼納付計画書の活用 

    災害・生活困窮等により納期内の納付が困難になった場合、あるいは

納付が滞った場合には、納付誓約書兼納付計画書を受領して時効の中断

を図り、その後の納付計画の着実な履行を促す。また、必要に応じて連

帯保証人等、納付誓約の担保の徴取も行う。 

 

（４）法的措置等対応の強化 

   催告を繰り返しても納付に至らない場合には、原則として滞納処分や強

制執行等の法的措置により、債権回収に努めなければならない。なお、こ

の法的措置に関する自治体の裁量権は、実施時期の選択（※３）については余

地があるものの、その権利の行使、不行使については与えられていない（※４）。 

  ア 強制徴収手続き 

   強制徴収債権については、納付できる資力があるにもかかわらず納付

しない、悪質な滞納者を中心に差押を実施する。 

なお、債権管理対策室において差押が実施された債権については、翌

年度以降には、債権管理対策室の指導・助言のもと、原課においても差
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押を実施し、差押等の滞納処分を前提とした滞納整理事務の定着を図る。 

  イ 強制執行手続き 

   非強制徴収債権については、債権管理対策室の支援の下、支払督促等

による債務名義を取得し、財産が発見されたものについては債権差押等

の強制執行手続きを積極的に実施する。 

 

（５）滞納処分の執行停止、徴収停止、債権放棄の検討 

   各種調査や滞納者からの聞き取り結果によって、徴収不能事案と判明し

た事案については、放置せずに、強制徴収債権については滞納処分の執行

停止、非強制徴収債権については徴収停止又は債権放棄を行う。 

ただし、担当者の恣意的な判断により執行停止等を行わないようにするた

め、債権ごとに判断基準を作成し運用する。 

 

 

５ 組織的債権管理 

（１）滞納整理における進行管理 

   滞納整理における進行管理とは、全体の現状分析から全体計画（目標）

を立て、その計画達成に向けて一つ一つの事案をいかに効率的に完結に導

いていくか、決断と行動を繰り返していく一連の事務の流れである。 

 ア 強制徴収債権の進行管理 

    統括責任者（課長）は数値目標計画・事務運営計画を策定し、管理監

督者（副課長・係長）はこの目標達成に向けた年間計画・月間計画等を

策定する。これらの内容を徴収職員（係員）に伝え、徴収職員は目標達

成に向けて個々の事案に対応する。その結果を毎月の進行管理会議や係

会で認識統一し、さらにそれぞれの目標・計画の見直しに活用する。重

要・困難事案については、管理職ヒアリングを行い、組織を挙げて対応

する。 

このように、徴収職員、管理監督者、統括責任者のそれぞれの立場に

応じて進行管理を行うことにより、担当部署全体で責任を持って滞納整

理を進める。 

  イ 非強制徴収債権の進行管理 

滞納額、連帯保証人の有無、経済的状況、資産保有の状況、滞納理由、

納付意思等を勘案し、効果的・効率的な債権回収方法を選択する。 
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なお、責任の所在を明確にするため担当者制を敷き、月に１回以上は

係会等を実施し、前年同期の収入率との比較によって、滞納整理事務の

機敏な軌道修正を行う。 

また、債権ごとに異なる消滅時効期間や時効の援用の要否等を勘案の

うえ、重点滞納事案については管理職ヒアリングを実施するなど滞納整

理の年間スケジュール等を設定し、適正な進行管理を実施する。 

 

（２）数値目標の設定による収入率の向上 

収納実績を向上させるために収入率等の数値目標を設定し、各債権所管

課においては、数値目標の達成に努める。 

主要債権の収入率等の目標数値は、表３（27ページ）のとおりである。 

 

（３）債権回収状況の公表 

市の財政に関する取り組みに対して市民の理解を得るため、債権管理の

徹底を図るとともに、取り組む対策、債権の回収状況（差押・訴訟件数、収

入率等）など、債権管理対策室をはじめ滞納債権所管課においてもその執行

状況について積極的に公表を行う。 

 

（４）個人情報の保護及び滞納情報の共有 

  ア 個人情報の保護 

債権管理は、秘密性の高い市民の個人情報を取り扱う業務であり、地

方公務員法や地方税法等には情報漏えい、窃用に対する罰則規定がある。

これらのことから、滞納者の資産状況等の把握や各債権間の連携など債

権回収の促進にあたっては、個人情報の保護、守秘義務に留意する。 

イ 滞納情報の共有 

    市税、国民健康保険料及び保育所保育料等強制徴収債権の滞納者の情

報については、各債権の徴収事務において調査権限を与えられているこ

とから、収集・共有に関して法的問題はクリアされる。よって、情報交

換会の開催や直接の聞き取り等により、庁内での積極的な情報の共有を

図る（平成１９年３月総務省通知参照）。 

    しかし、非強制徴収債権については、徴収根拠法令に調査権限が無い

ことから、安易に情報収集・共有することはできない。 
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  ウ 非強制徴収債権の情報収集 

    調査権限が無いことから、契約締結時や納付誓約時に同意書を徴取し、

債務不履行等の場合に素早く情報収集ができるよう、準備を怠りなく行

う。 

    情報を保有する課は、債権所管課が同意書を基に協力依頼があった場

合には、法令に抵触しない範囲において、当該債権管理事務に協力する

ものとする。 

 

（５）人材の育成 

ア スペシャリストの育成 

債権管理に関する業務は、各課に共通する滞納処分等の滞納整理に関

する知識に加えて、各債権の賦課原因や、反対給付のある場合はその制

度等に関する専門的な知識も必要とされる。また、納付折衝においては

対人的な交渉技術も要求されるため、所管課においてスペシャリストの

育成を図っていく。 

イ 研修の充実 

従来から職場内研修あるいは外部機関の専門研修を実施しているが、

順次策定している「滞納整理業務マニュアル」「保証人対応マニュアル」

を活用し、特に職場内研修を充実させることにより、債権管理・回収に

関係する職員の全体的なレベルアップを図る。 

  ウ 愛媛地方税滞納整理機構の活用 

愛媛地方税滞納整理機構は、各市町から移管された税の徴収困難事案

の滞納処分を専門的に実施しており、本市から派遣された職員の帰任後

における専門知識の普及を進めていく。 

 

（６）体制の整備 

  ア 組織機構の改革 

収納業務は、債権所管課の日常業務の中にあり、「収納責任は原課にあ

る」が原則である。よって第一義的には、債権所管課で賦課から徴収ま

ですべてのことが完結できるよう、体制を整備しなければならない。 

しかし、人事異動等により担当者の入れ替わりもあり、マニュアル等

によりスキルの継承が行われるものの、そもそもの案件が少数である債

権や、突発的に発生した債権には対応できない。このことから、全庁的
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な債権管理・回収に関して指導・助言のできる組織も必要である。 

現在は債権管理対策室がこの役割を果たしているが、常に効果・効率

的な組織のあり方について検討し、整備していく必要がある。 

イ 債権管理委員会の開催 

債権管理に関する事務の一層の適正化を図り、市民の公平な負担によ

る収入確保の徹底を図るため、債権管理委員会を開催し、特定債権の処

理に係る審議をはじめとして、債権管理に係る重要な方針を決定するこ

ととする。 

 

 

６ 債権管理対策室の取り組み 

（１）平成２５年度の取り組み実績 

  ア 移管引受債権の継続等 

    所管課から債権管理対策室への移管事案は、介護保険料 24 件、保育所

保育料 30 件、国民健康保険料 18 件、後期高齢者医療保険料 2 件、下水

道事業受益者負担金 7件の計 81件で、引受額は、約 2,270 万円であった。

うち、下水道事業受益者負担金は平成 25 年度から新しく取り組んだ債権

である。 

    債権管理対策室で滞納整理を進め、81 件の事案に対して、のべ 57 件の

差押処分を行い、差押による収入額は約 441 万円であった。このほか、

自主納付等により合計で約 1,260 万円、収入率で 46.75％の効果を上げる

ことができた。 

  イ 平成２５年度収入率目標値の公表 

    平成 25 年 9 月改定の新居浜市債権管理計画に、強制徴収債権及び重点

滞納債権（17 債権）の個別収入率目標値を掲載した。平成 25 年度の目標

値を達成できたのは 5債権であり、平成 24 年度実績を上回る収入率とな

ったのは 5債権である。 

    滞納債権全体の収入率は、調査を始めて 4年連続で上昇し、前年比 0.57

ポイント増の 94.25％となった。目標値を掲げ公表することにより、所管

課の滞納処分債権管理に対する意識が向上してきた成果と考えられる。 
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ウ 滞納整理業務マニュアル（非強制徴収債権編）の検討 

    非強制徴収債権の債権管理については、債権ごとに性質が大きく異な

り、それぞれ個別的に滞納整理手法を検討していかなければならない。

今後も継続して作成に向けて検討を重ねていく。 

 

 

（２）平成２６年度の取り組み計画 

  ア 移管引受債権の拡大 

    平成25年度までに積み残された強制徴収債権について差押を実施する。 

    また、非強制徴収債権については強制執行手続きを開始する。 

  イ 債権所管課の徴収事務体制の検討 

    強制徴収債権所管課の徴収事務体制について、調査を行い、適正な事

務執行体制の整備に向けた検討を行う。 

  ウ 平成２６年度収入率目標値の公表 

    債権管理委員会において、平成 25年度決算についての検証を行い、平

成 26 年度決算に向けては、強制徴収債権及び重点滞納債権の平成 28 年

度までの個別収入率等目標値の公表により、市全体の収入率向上に繋げ

る。 

  エ 滞納整理業務マニュアルの整備 

    滞納整理業務マニュアル（非強制徴収債権編）の作成、及びこれまで

に作成している滞納整理業務マニュアル（強制徴収債権編）、保証人対応

マニュアル等について見直しを行い、法改正による内容の改訂等、整備

を進める。 

 

（３）平成２７年度の取り組み計画 

  ア 平成２７年度収入率目標値の公表 

    債権管理委員会において、平成 26年度決算についての検証を行い、平

成 27 年度決算に向けては、強制徴収債権及び重点滞納債権の平成 29 年

度までの個別収入率等目標値の公表により、市全体の収入率向上に繋げ

る。 

  イ 債権放棄議案の議会上程 

    非強制徴収債権の滞納整理を進め、その中で把握できた徴収不能事案

については、議会の議決を得たうえで債権放棄を行う。 
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  ウ 新居浜市債権管理条例の制定 

    市の債権管理に関する事務について、台帳整備、滞納整理の執行につ

いて必要な事項を定めた「新居浜市債権管理条例」を制定する。この条

例の中で、債権放棄に関する規定も加え、制定後は本条例に基づき債権

放棄を行う。 

  エ 平成２８年度以降の全庁の債権管理事務体制の検討 

    債権管理条例制定をもって、債権管理対策室は一定の役割を終えるた

め、平成 28年度以降の全庁の債権管理事務を所掌する組織のあり方につ

いて、債権管理委員会において決定する。 

 

 

７ 平成２８年度以降の債権管理体制について 

 市が保有する債権の適正管理を掲げ、平成 22 年度に債権管理対策室を設置し

た。全庁的な進行管理、そして移管事案の滞納整理を進めることにより、強制

徴収債権所管課では、独自で差押等の滞納処分を開始している。そして、平成

27 年度には、債権管理の手続き、特に債権放棄を行うための基準を定めた「（仮

称）新居浜市債権管理条例」を制定することにより、債権管理対策室の設置効

果は一定水準に達する見込みである。 

 このことから、平成 28 年度以降の債権管理事務の執行体制を見直し、債権管

理対策室の発展的解散を軸に、より効果・効率的な組織のあり方を検討し、平

成 27 年度の債権管理計画で方針を示すこととする。 

具体的には、①全庁的な債権管理事務、②税外の強制徴収債権の滞納整理事

務、③非強制徴収債権の強制執行や債権放棄に関する指導助言事務。この３事

務について検討を行い、それぞれの事務が効果効率的に執行される組織体制を

検討する。 
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表１ 債権名及び賦課根拠・時効年数等 

 
種

別 
債権名 賦課根拠 強制徴取根拠 

時効 

年数 
時効根拠 

時効 

援用 

Ａ 市税 
地方税法第 2条ほか 

新居浜市税賦課徴収条例 
地方税法第 329 条ほか 5 年 地方税法第 18 条 不要 

 

 

種

別 
債権名 賦課根拠 強制徴取根拠 

時効 

年数 
時効根拠 

時効 

援用 

Ｂ 保育所保育料 
児童福祉法第 56 条第 3項 

新居浜市立保育所設置及び管理条例 
児童福祉法第 56 条第 10 項 5 年 地方自治法第 236 条第 1項 不要 

Ｂ 
児童扶養手当返還金 

（不正請求分） 
児童扶養手当法第 23 条 児童扶養手当法第 23 条 5 年 地方自治法第 236 条第 1項 不要 

Ｂ 介護保険料 
介護福祉法第 129 条 

新居浜市介護保険条例 
介護保険法第 144 条 2 年 介護保険法第 200 条第 1項 不要 

Ｂ 国民健康保険料 
国民健康保険法第 76 条 

新居浜市国民健康保険条例 
国民健康保険法第 79 条の 2 2 年 国民健康保険法第110条第1項 不要 

Ｂ 後期高齢者医療保険料 
高齢者の医療の確保に関する法律第 104 条 

新居浜市後期高齢者医療に関する条例 
高齢者の医療の確保に関する法律第 113 条 2 年 

高齢者の医療の確保に関する

法律第 160 条第 1項 
不要 

Ｂ 
診療報酬返還金 

（不正請求分） 
国民健康保険法第 65 条 国民健康保険法第 79 条の 2 2 年 国民健康保険法第110条第1項 不要 

Ｂ 下水道事業受益者負担金等 

都市計画法第 75 条第 1項（負担金） 

地方自治法第 224 条（分担金） 

新居浜市都市計画下水道事業受益者負担等に関

する条例 

都市計画法第 75 条第 5項（負担金） 

地方自治法第 231 条の 3第 3項（分担金） 
5 年 地方自治法第 236 条第 1項 不要 

Ｂ 下水道使用料 
下水道法第 20 条 

新居浜市下水道条例 
地方自治法第 231 条の 3第 3項（附則第 6条） 5 年 地方自治法第 236 条第 1項 不要 

Ｂ 
自動販売機設置使用料 

（漁港占用料） 

漁港漁場整備法第 35 条、第 39 条の 5 

新居浜市漁港管理条例 
地方自治法第 231 条の 3第 3項（附則第 6条） 5 年 地方自治法第 236 条第 1項 不要 

Ｂ 土地区画整理事業清算金 

土地区画整理法第 110 条第 1項 

新居浜都市計画事業新居浜駅前土地区画整理事

業施行規程に関する条例 

土地区画整理法第 110 条第 5項 5 年 土地区画整理法第 42 条第 1項 不要 

Ｂ 道路占用料 
道路法第 39 条 

新居浜市道路占用料条例 
地方自治法第 231 条の 3第 3項（附則第 6条） 5 年 地方自治法第 236 条第 1項 不要 
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種

別 
債権名 賦課根拠 強制執行根拠 

時効 

年数 
時効根拠 

時効 

援用 

Ｃ 行政財産使用料 
地方自治法第 238 条の 4第 7項 

新居浜市行政財産使用料条例 
地方自治法第 240 条第 2項 5 年 地方自治法第 236 条第 1項 不要 

Ｃ 生活保護費返還金・徴取金 生活保護法第 63 条、第 78 条 〃 5 年 〃 不要 

Ｃ 特別障がい者手当過誤支給分 
民法第 703 条 

（特別児童扶養手当等の支給に関する法律） 
〃 5 年 〃 不要 

Ｃ 児童扶養手当返還金 
民法第 703 条 

（児童扶養手当法） 
〃 5 年 〃 不要 

Ｃ 児童手当返還金 
民法第 703 条 

（児童手当法） 
〃 5 年 〃 不要 

Ｃ 子ども手当返還金 
民法第 703 条 

（平成 22 年度等における子ども手当の支給に関する法律） 
〃 5 年 〃 不要 

Ｃ 老人ホーム費負担金 
老人福祉法第 10 条の 4第 1項、第 11 条第 1項第 2号 

新居浜市老人福祉法に基づくやむを得ない事由による措置要綱 
〃 5 年 〃 不要 

Ｃ し尿処理手数料 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

新居浜市廃棄物の処理及び清掃に関する条例第 9条 
〃 5 年 〃 不要 

Ｃ 幼稚園保育料 
学校教育法 

新居浜市立幼稚園保育料等徴収条例 
〃 5 年 〃 不要 

 

 
種

別 
債権名 賦課根拠 強制執行根拠 

時効 

年数 
時効根拠 

時効 

援用 

Ｄ 土地建物貸付料 
地方自治法第 238 条の 4、238 条の 5 

新居浜市公有財産規則 
地方自治法第 240 条第 2項 5 年 民法第 169 条 要 

Ｄ 災害援護資金貸付金 
災害弔慰金の支給等に関する法律第 10 条 

新居浜市災害弔慰金の支給等に関する条例第 12 条 
〃 10 年 民法第 167 条第 1項 要 

Ｄ 重度心身障害者医療費返還金 
民法第 703 条 

（新居浜市重度心身障害者医療費助成条例） 
〃 10 年 民法第 167 条第 1項 要 

Ｄ 母子家庭医療費返還金 
民法第 703 条 

（新居浜市母子家庭医療費助成条例） 
〃 10 年 民法第 167 条第 1項 要 

Ｄ 子ども医療費返還金 
民法第 703 条 

（新居浜市子ども医療費助成条例） 
〃 10 年 民法第 167 条第 1項 要 

Ｄ 老人短期保護費納付金 
介護保険法 

高齢者ショートステイ事業実施要綱 
〃 5 年 民法第 169 条 要 
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種

別 
債権名 賦課根拠 強制執行根拠 

時効 

年数 
時効根拠 

時効 

援用 

Ｄ 
診療報酬返還金（一般） 

（不当利得分） 

民法第 703 条 

（国民健康保険法） 
地方自治法第 240 条第 2項 5 年 地方自治法第 236 条第 1項 要 

Ｄ 
診療報酬返還金（退職） 

（不当利得分） 

民法第 703 条 

（国民健康保険法） 
〃 5 年 地方自治法第 236 条第 1項 要 

Ｄ 
高額療養費返納金（一般） 

（不当利得分） 

民法第 703 条 

（国民健康保険法） 
〃 5 年 地方自治法第 236 条第 1項 要 

Ｄ 
旧老人保健事業特別会計 

診療報酬返還金（不当利得分） 

民法第 703 条 

（老人保険法） 
〃 10 年 民法第 167 条第 1項 要 

Ｄ 住宅新築資金貸付金 
新居浜市住宅新築資金等貸付条例 

（民法第 587 条） 
〃 10 年 民法第 167 条第 1項 要 

Ｄ 
下水道事業協力金 

・早期利用寄附金 

新居浜市公共下水道認可区域外における汚水管布設要綱 

（民法 553 条） 
〃 10 年 民法第 167 条第 1項 要 

Ｄ 水洗便所改造資金融資返還金 
新居浜市水洗便所改造資金融資あっせん 

及び利子補給に関する規則第 10 条 
〃 10 年 民法第 167 条第 1項 要 

Ｄ 簡易水道使用料 
愛媛県水道条例 

新居浜市別子山水道条例第 6条 
〃 2 年 民法第 173 条 要 

Ｄ 市営住宅家賃 
公営住宅法 

新居浜市市営住宅条例第 22 条 
〃 5 年 民法第 169 条 要 

Ｄ 市営住宅共益費 
公営住宅法 

新居浜市市営住宅条例第 27 条 
〃 5 年 民法第 169 条 要 

Ｄ 放課後児童クラブ利用料 
児童福祉法 

新居浜市放課後児童健全育成事業実施要綱 
〃 10 年 民法第 167 条第 1項 要 

Ｄ 損害賠償金 
和解書 

（民法第 709 条、第 695 条） 
〃 

10 年 

(3 年) 

民法第 174 条の 2第 1項 

（民法第 724 条） 
要 

Ｄ 奨学資金貸付基金貸付金 
新居浜市奨学資金貸付基金条例 

（民法第 587 条） 
〃 10 年 民法第 167 条第 1項 要 

Ｄ 青野記念奨学基金貸付金 
新居浜市青野記念奨学基金条例 

（民法第 587 条） 
〃 10 年 民法第 167 条第 1項 要 

Ｄ 特別奨学基金貸付金 
新居浜市特別奨学基金条例 

（民法第 587 条） 
〃 10 年 民法第 167 条第 1項 要 

Ｄ 入学準備金貸付基金貸付金 
新居浜市入学準備金貸付基金条例 

（民法第 587 条） 
〃 10 年 民法第 167 条第 1項 要 

Ｄ 水道料金 
新居浜市水道事業給水条例第 23 条 

（民法第 555 条） 
〃 2 年 民法第 173 条 要 
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※市営住宅家賃の債権種別について 

 

 市営住宅家賃（昨年の債権管理計画では「市営住宅使用料」としていたが、公営住宅法及

び新居浜市市営住宅条例での呼称が「家賃」であるため、今後「家賃」と呼称することとす

る。）及び市営住宅共益費の債権種別について、昨年度までは非強制徴収公債権に分類して

いたが、私債権として取り扱うこととする。 

【理由】 

 市営住宅家賃は、債権種別について法令のなかで明確に判断できる規定が無い（下級審

判決（※５）では明確に私債権と判断されているものもある）ことから、愛媛県の取扱いに準

じて公債権として扱ってきた。しかし、次の判例・通知からの考察により、私債権として

管理する自治体が多数であることから、新居浜市としての判断について、債権管理委員会

で議論及び決定を行い、平成 26 年度以降は私債権として管理することとする。 

① 昭和 59 年 12 月 13 日最高裁判例で、入居にあたっては法及び条例による規制はあって

も、「事業主体と入居者との間の法律関係は、基本的には私人間の家屋賃貸借関係と異な

るところはなく、このことは、法が賃貸、家賃等私法上の賃貸借関係に通常用いられる用

語を使用して公営住宅の使用関係を律していることからも明らかであると言わなければ

ならない。」と判示している。このことから、入居後については、私人間の双務契約とみ

なし、消滅時効等については民法や借地借家法が適用となり、私債権として管理すること

が妥当と判断される 

② 平成 8年 8月 30 日付建設省住総発第 135 号「公営住宅法の一部を改正する法律などの

運用について」の通知文において、「公営住宅の使用関係についての法的性質」の中で「入

居者の決定及び収入状況の報告の請求を除き、家賃の決定、同居承認等の公営住宅法に基

づき入居者に対して行われる事業主体の行為は、私法上の手続きの対象となるものであり、

行政不服審査法及び行政手続法の対象とはならない」と解説されている。このことから、

公営住宅法第 16 条の規定に基づく家賃の決定、及び公営住宅法第 48 条で条例委任されて

いる、家賃の納入通知及び督促手続き等については、行政庁の処分その他公権力の行使と

して行うものではない。よって、これらの手続きについては、民法や借地借家法を一般法

とし、公営住宅法を特別法として運用することとなる。よって、家賃の収納管理に含まれ

る時効管理等についても民法を適用させることとなり、このことから、私債権として区分

することが妥当と判断される。 
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表２－１ 滞納債権の収入状況                 （単位：千円） 

種別 債権名 区分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率(%) 収入率前年比 還付未済額 

市 

税 

(資産税課) 

(市民税課) 

( 収税課 ) 

市  税 

現年度 18,838,404 18,636,026 2,553 199,825 98.93 0.13 90 

滞納繰越 888,411 266,695 148,019 473,697 30.02 3.32 0 

計 19,726,815 18,902,721 150,572 673,522 95.82 0.77 90 

強 

制 

徴 

収 

公 
債 

権 

(子育て支援課) 

保 育 所 

保 育 料 

現年度 760,287 744,225 0 16,062 97.89 0.18 0 

滞納繰越 55,179 16,216 1,625 37,338 29.39 -9.95 0 

計 815,466 760,441 1,625 53,400 93.25 0.18 0 

(介護福祉課) 

介  護 

保 険 料 

現年度 2,543,852 2,508,544 0 35,308 98.61 -0.13 962 

滞納繰越 54,307 15,535 11,115 27,657 28.61 3.23 0 

計 2,598,159 2,524,079 11,115 62,965 97.15 -0.11 962 

( 国保課 ) 

国 民 健 康 

保 険 料 

現年度 2,400,426 2,269,017 0 131,409 94.53 0.54 614 

滞納繰越 281,659 90,769 52,035 138,855 32.23 -0.25 0 

計 2,682,085 2,359,786 52,035 270,264 87.98 0.57 614 

( 国保課 ) 

後期高齢者 

医療保険料 

現年度 1,158,397 1,156,132 0 2,266 99.80 0.05 633 

滞納繰越 5,851 3,915 157 1,778 66.92 7.27 0 

計 1,164,248 1,160,047 157 4,044 99.64 0.10 633 

（国保課） 

診 療 報 酬 

返 還 金 

（一般・不正） 

現年度 4,357 0 0 4,357 0.00 - 0 

滞納繰越 - - - - - - 0 

計 4,357 0 0 4,357 0.00 - 0 

（国保課） 

診 療 報 酬 

返 還 金 

（退職・不正） 

現年度 326 0 0 326 0.00 - 0 

滞納繰越 - - - - - - 0 

計 326 0 0 326 0.00 - 0 

(下水道管理課) 

下水道事業 

受益者負担金 

現年度 39,392 38,756 0 636 98.38 0.20 0 

滞納繰越 904 519 9 376 57.38 -2.03 0 

計 40,296 39,275 9 1,012 97.47 -0.07 0 

(下水道管理課) 

下 水 道 

使 用 料 

現年度 1,362,638 1,350,520 0 12,118 99.11 0.20 0 

滞納繰越 50,123 13,817 2,812 33,494 27.57 3.04 0 

計 1,412,761 1,364,337 2,812 45,612 96.57 0.35 0 

強 制 徴 収 

公 債 権 

小 計 

現年度 8,269,676 8,067,193 0 202,483 97.55 0.16 2,298 

滞納繰越 448,022 140,771 67,754 239,497 31.42 -0.80 0 

計 8,717,698 8,207,964 67,754 441,980 94.15 0.27 2,298 
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種別 債権名 区分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率(%) 収入率前年比 還付未済額 

非 

強 

制 

徴 

収 

公 

債 

権 

（生活福祉課） 

生活保護費

返 還 金 

徴 収 金 

現年度 31,350 17,809 0 13,541 56.81 -27.50 0 

滞納繰越 22,712 459 0 22,253 2.02 0.89 0 

計 54,062 18,268 0 35,794 33.79 -28.88 0 

（地域福祉課） 

特別障害者

手 当 

過誤支給分 

現年度 0 0 0 0 - - - 

滞納繰越 584 584 0 0 100 - 0 

計 584 584 0 0 100 85.39 0 

（子育て支援課） 

児 童 扶 養 

手当返還金 

現年度 1,246 520 0 726 41.77 40.07 0 

滞納繰越 6,175 790 0 5,385 12.79 -14.48 0 

計 7,421 1,310 0 6,111 17.65 -8.04 0 

（子育て支援課） 

児 童 手 当 

返 還 金 

現年度 170 170 0 0 100 - 0 

滞納繰越 160 0 0 160 0.00 0.00 0 

計 330 170 0 160 51.52 51.52 0 

（子育て支援課） 

子ども手当

返 還 金 

現年度 117 117 0 0 100 33.33 0 

滞納繰越 72 0 0 72 0.00 0.00 0 

計 189 117 0 72 61.90 26.19 0 

（介護福祉課） 

老人ホーム

費 負 担 金 

現年度 400 400 0 0 100 0.00 0 

滞納繰越 400 400 0 0 100 51.11 0 

計 800 800 0 0 100 28.46 0 

（環境保全課） 

し 尿 処 理 

手 数 料 

現年度 10,763 10,751 0 12 99.89 0.06 0 

滞納繰越 136 46 0 90 33.66 9.02 0 

計 10,899 10,797 0 102 99.06 0.30 0 

（各幼稚園） 

幼 稚 園 

保 育 料 

現年度 9,502 9,498 0 4 99.96 -0.04 0 

滞納繰越 32 32 0 0 100 57.14 0 

計 9,534 9,530 0 4 99.96 0.37 0 

非強制徴収

公 債 権 

小 計 

現年度 53,548 39,265 0 14,283 73.33 -14.14 0 

滞納繰越 30,272 2,312 0 27,960 7.64 -4.15 0 

計 83,820 41,577 0 42,243 49.60 -16.49 0 
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種別 債権名 区分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率(%) 収入率前年比 還付未済額 

私 
 
 

債 
 
 

権 

（管財課） 

土 地 建 物 

貸 付 料 

現年度 9,596 9,111 0 485 94.94 7.77 0 

滞納繰越 9,530 1,766 0 7,764 18.53 6.14 0 

計 19,126 10,877 0 8,249 56.87 6.38 0 

（地域福祉課） 

災害援護資金

貸 付 金 

現年度 6,185 2,255 0 3,930 36.46 -4.28 0 

滞納繰越 16,440 1,176 0 15,264 7.15 -4.24 0 

計 22,625 3,431 0 19,194 15.16 -5.09 0 

（地域福祉課） 

重度心身障

がい者医療

費 返 還 金 

現年度 50 0 0 50 0.00 0.00 0 

滞納繰越 22 22 0 0 100 - 0 

計 72 22 0 50 30.09 30.09 0 

（子育て支援課） 

母 子 家 庭 

医療費返還金  

現年度 153 0 0 153 0.00 -9.34 0 

滞納繰越 1,383 619 0 764 44.78 23.63 0 

計 1,536 619 0 917 40.33 25.79 0 

（子育て支援課） 

子ども医療

費 返 還 金 

現年度 3 0 0 3 0.00 0.00 0 

滞納繰越 16 16 0 0 100 - 0 

計 19 16 0 3 82.64 82.64 0 

（介護福祉課） 

老人短期保

護費納付金 

現年度 71 71 0 0 100 0.00 0 

滞納繰越 26 0 0 26 0.00 0.00 0 

計 97 71 0 26 72.91 27.51 0 

（国保課） 

診 療 報 酬 

返 還 金 

（一般・不当） 

現年度 312 123 0 188 39.55 -59.00 0 

滞納繰越 6,437 3,859 0 2,577 59.96 59.68 0 

計 6,748 3,983 0 2,766 59.02 40.02 0 

（国保課） 

診 療 報 酬 

返 還 金 

（退職・不当） 

現年度 21 0 0 21 0.00 -100 0 

滞納繰越 679 84 0 595 12.32 12.32 0 

計 700 84 0 617 11.95 2.81 0 

（国保課） 

高額療養費

返 納 金 

現年度 30 30 0 0 100 6.59 0 

滞納繰越 89 0 0 89 0.00 0.00 0 

計 119 30 0 89 25.27 -61.04 0 
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種別 債権名 区分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率(%) 収入率前年比 還付未済額 

私 
 
 

債 
 
 

権 

（国保課） 

旧老人保健事業特別会計

診 療 報 酬 

返 還 金 

現年度 207 0 0 207 0.00 0.00 0 

滞納繰越 21 21 0 0 100 100 0 

計 228 21 0 207 9.31 9.31 0 

（人権擁護課） 

住宅新築資

金等貸付金 

現年度 10,962 7,066 0 3,896 64.46 7.46 0 

滞納繰越 190,497 6,969 0 183,528 3.66 1.21 0 

計 201,459 14,035 0 187,424 6.97 1.71 0 

（下水道管理課） 

下水道事業

協力金早期

利用寄附金 

現年度 280 280 0 0 100 0.00 0 

滞納繰越 - - - - - - - 

計 280 280 0 0 100 1.75 0 

（下水道管理課） 

水洗改造資

金 融 資 

返 還 金 

現年度 - - - - - - - 

滞納繰越 267 0 0 267 0.00 0.00 0 

計 267 0 0 267 0.00 0.00 0 

（建築住宅課） 

市 営 住 宅 

家 賃 

現年度 327,258 304,867 0 22,391 93.16 -1.17 0 

滞納繰越 85,254 17,171 26,578 41,505 20.14 0.75 0 

計 412,512 322,038 26,578 63,896 78.07 -0.92 0 

（建築住宅課） 

市 営 住 宅 

共 益 費 

現年度 41,040 37,724 0 3,316 91.92 -0.28 0 

滞納繰越 27,042 1,134 13,167 12,741 4.19 -1.39 0 

計 68,082 38,858 13,167 16,057 57.07 -2.63 0 

（社会教育課） 

放 課 後 

児童クラブ 

利 用 料 

現年度 33,342 33,342 0 0 100 0.00 0 

滞納繰越 954 332 0 622 34.75 22.47 0 

計 34,296 33,674 0 622 98.18 1.02 0 

（ 学 校 教 育 課 ） 

損害賠償金 

現年度 240 0 0 240 0.00 -26.32 0 

滞納繰越 570 40 0 530 7.02 7.02 0 

計 810 40 0 770 4.94 -9.99 0 

（ 学 校 教 育 課 ） 

奨 学 資 金 

貸 付 基 金 

貸 付 金 

現年度 5,789 5,010 0 779 86.54 2.06 0 

滞納繰越 4,210 473 0 3,737 11.24 0.61 0 

計 9,999 5,483 0 4,516 54.83 -5.29 0 
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種別 債権名 区分 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率(%) 収入率前年比 還付未済額 

私 
 
 

債 
 
 

権 

（ 学 校 教 育 課 ） 

青 野 記 念 

奨 学 基 金 

貸 付 金 

現年度 1,427 1,280 0 147 89.69 -4.38 0 

滞納繰越 219 0 0 219 0.00 0.00 0 

計 1,646 1,280 0 366 77.75 -1.01 0 

（ 学 校 教 育 課 ） 

入学準備金

貸 付 基 金 

貸 付 金 

現年度 70 30 0 40 42.86 -28.57 0 

滞納繰越 200 50 0 150 25.00 19.74 0 

計 270 80 0 190 29.63 6.55 0 

（水道総務課） 

水 道 料 金 

現年度 1,646,419 1,637,133 0 9,286 99.44 0.35 0 

滞納繰越 70,441 17,192 2,864 50,385 24.41 3.67 0 

計 1,716,860 1,654,325 2,864 59,671 96.36 0.59 0 

私 債 権 

小 計 

現年度 2,083,456 2,038,321 0 45,135 97.83 0.15 0 

滞納繰越 414,298 50,924 42,609 320,765 12.29 2.27 0 

計 2,497,754 2,089,245 42,609 365,900 83.64 0.30 0 

合 計 

現年度 29,245,084 28,780,804 2,553 461,726 98.41 0.12 2,298 

滞納繰越 1,781,003 460,702 258,382 1,061,919 25.87 1.59 0 

計 31,026,086 29,241,506 260,935 1,523,645 94.25 0.57 2,298 

注１ 記載の数字は、千円単位で記載しており、端数については四捨五入しているため、

縦・横計が一致しない部分がある。 

注２ 数字は平成 25年度決算の数字であるが、次の費目については、滞納債権を明確にす

るため、決算書の金額から担当課分を抜き出す等、決算書の金額とは異なっている。 

（債権名を網掛け済） 

１）保育所保育料：一般会計の「児童福祉施設費負担金」のうち、保育所保育料のみを

抜き出している。 

２）診療報酬返還金（一般・不正）：国民健康保険事業特別会計の「（一般被保険者）返

納金」のうち、診療報酬返還金分で国民健康保険法第 65 条の不正利得に該当するもの

を抜き出している。 

３）診療報酬返還金（退職・不正）：国民健康保険事業特別会計の「（退職被保険者等）

返納金」のうち、診療報酬返還金分で国民健康保険法第 65条の不正利得に該当するも

のを抜き出している。 

４）生活保護費返還金・徴収金：一般会計の「雑入」のうち、生活保護費分を抜き出し

ている。 
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５）特別障害者手当過誤支給分：一般会計の「雑入」のうち、特別障害者手当過誤支給

分を抜き出している。 

６）児童扶養手当返還金：一般会計の「雑入」のうち、児童扶養手当返還金分を抜き出

している。 

７）児童手当返還金：一般会計の「雑入」のうち、児童手当返還金分を抜き出している。 

８）子ども手当返還金：一般会計の「雑入」のうち、子ども手当返還金分を抜き出して

いる。 

９）老人ホーム費負担金：一般会計の「老人ホーム費負担金」のうち、介護福祉課管理

の特養等措置利用者分を抜き出している。 

10）土地建物貸付料：一般会計の「土地建物貸付収入」のうち、管財課管理分を抜き出

している。 

11）重度心身障害者医療費返還金：一般会計の「雑入」のうち、重度心身障害者医療費

返還金分を抜き出している。 

12）母子家庭医療費返還金：一般会計の「民生医療費納付金」のうち、母子家庭医療費

返還金分を抜き出している。 

13）子ども医療費返還金：一般会計の「雑入」のうち、子ども医療費返還金分を抜き出

している。 

14）老人短期保護費納付金：一般会計の「老人短期保護費納付金」のうち、介護福祉課

管理の慈光園ショートステイ利用者分を抜き出している。 

15）診療報酬返還金（一般・不当）：国民健康保険事業特別会計の「（一般被保険者）返

納金」のうち、診療報酬返還金分で民法第 703 条の不当利得に該当するものを抜き出

している。 

16）診療報酬返還金（退職・不当）：国民健康保険事業特別会計の「（退職被保険者等）

返納金」のうち、診療報酬返還金分で民法第 703 条の不当利得に該当するものを抜き

出している。 

17）高額療養費返納金（一般）：国民健康保険事業特別会計の「（一般被保険者）返納金」 

のうち、高額療養費返納金分を抜き出している。 

18）旧老人保健事業特別会計診療報酬返還金：一般会計の「雑入」のうち、旧老人保健

事業特別会計の診療報酬返還金分を抜き出している。 

19）水洗便所改造資金融資返還金：公共下水道事業特別会計の「雑入」のうち、下水道

管理課管理の水洗便所改造資金融資返還金分のみを抜き出している。 

20）水道料金：公営企業会計の水道料金については、他の会計と同様の出納整理期間を

想定し、3月末決算に翌年度の 4/1～5/31の収入額を加味した額で算定している。 
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注３ 昨年度まで掲載していた自動販売機設置使用料（漁港占用料）、特別奨学基金貸付金、

水道開栓料については、毎年調定はあるものの継続して滞納が発生していない。調定

件数が少なく、滞納となる見込みが当面ないことから、今年度から項目を削除してい

る（現在の管理費目は３８債権）。 

 

 

 

表２－２ 歳出返還金の収納状況              （単位：千円） 

種別 債権名 返還決定額 返還済額 不納欠損額 返還未済額 収入率(%) 収入率前年比 還付未済額 

歳 

出 

返 

還 

金 

生活保護費返納金 13,522 13,213 0 309 97.72 2.73 0 

児童扶養手当 373 267 0 106 71.65 22.20 0 

児童手当 － － － － － － － 

子ども手当 － － － － － － － 

診療報酬（一般） 487 311 0 176 63.89 -26.76 0 

診療報酬（退職） 2 2 0 0 100 0.00 0 

高額療養費（一般） 108 48 0 60 44.14 -55.86 0 

母子家庭医療費 － － － － － － － 

合計 14,492 13,841 0 651 95.51 1.95 0 

注 歳出返還金とは、平成２５年度中に支出したもののうち、何らかの事由により過誤払

となり、当該支出費目経費に戻入しなければならないものである。よって、歳出返還金

については、会計上歳入扱いとはならない。歳出返還金の未収額については、出納閉鎖

後は改めて現年度の歳入として管理することになる（地方自治法施行令第 159 条・第 160

条関係）。 
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表３－１ 強制徴収債権の収入率の実績及び目標       （単位：％） 

債権名 区分 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

実績 目標 実績 目標 目標 目標 

市税 

現年度 98.80 98.81 98.93 98.94 98.95 98.96 

滞納繰越 26.70 26.75 30.02 30.05 30.10 30.15 

計 95.05 95.15 95.82 95.90 96.00 96.10 

介護 

保険料 

現年度 98.74 98.74 98.61 98.61 98.61 98.61 

滞納繰越 25.38 22.40 28.61 28.61 28.61 28.61 

計 97.26 97.10 97.15 96.86 96.58 96.26 

保育所 

保育料 

現年度 97.71 98.00 97.89 98.09 98.29 98.49 

滞納繰越 39.34 39.90 29.39 30.00 31.00 32.00 

計 93.07 94.05 93.25 93.62 93.99 94.48 

国民健康 

保険料 

現年度 93.99 94.00 94.53 94.54 94.55 94.56 

滞納繰越 32.48 32.49 32.23 32.24 32.25 32.26 

計 87.41 87.42 87.98 87.99 88.00 88.01 

後期高齢者

医療保険料 

現年度 99.70 99.70 99.80 99.70 99.70 99.70 

滞納繰越 59.65 62.00 66.92 62.00 62.00 62.00 

計 99.49 99.50 99.64 99.50 99.50 99.50 

下水道事業

受益者 

負担金 

現年度 98.18 98.33 98.38 97.69 98.14 99.50 

滞納繰越 59.41 31.10 57.38 48.46 49.63 51.47 

計 97.54 96.86 97.47 95.81 96.64 97.97 

下水道 

使用料 

現年度 98.91 99.00 99.11 99.12 99.12 99.12 

滞納繰越 24.53 30.00 27.57 30.00 30.00 30.00 

計 96.22 96.68 96.57 96.89 97.03 97.07 

 

表３－２ 重点滞納債権の収入率の実績及び目標       （単位：％） 

債権名 区分 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

実績 目標 実績 目標 目標 目標 

土地建物 

貸付料 

現年度 87.17 85.00 94.94 89.68 90.00 90.25 

滞納繰越 12.39 15.74 18.53 11.58 12.13 12.04 

計 50.49 50.85 56.87 50.92 52.76 53.00 

災害援護 

資金貸付金 

現年度 40.74 41.77 36.46 39.18 － － 

滞納繰越 11.39 6.08 7.15 5.68 7.07 8.11 

計 20.25 15.89 15.16 12.66 7.07 8.11 

生活保護費 

返還金 

徴収金 

現年度 84.31 100 56.81 100 100 100 

滞納繰越 1.13 5.00 2.02 5.00 5.00 5.00 

計 68.27 70.61 33.79 72.95 75.28 77.52 
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債権名 区分 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

実績 目標 実績 目標 目標 目標 

児童扶養 

手当返還金 

現年度 1.70 15.00 41.77 15.00 － － 

滞納繰越 27.27 15.00 12.79 15.00 15.00 15.00 

計 26.71 15.00 17.65 15.00 15.00 15.00 

診療報酬 

返還金 

（一般・不当） 

現年度 98.55 80.00 2.64 80.00 80.00 80.00 

滞納繰越 0.28 3.00 59.96 3.00 50.00 60.00 

計 21.98 6.43 59.34 6.00 50.00 60.00 

住宅新築 

資金 

貸付金 

現年度 57.00 58.67 64.46 43.68 23.94 28.33 

滞納繰越 2.45 2.38 3.66 2.42 2.21 1.24 

計 5.26 5.44 6.97 4.12 2.83 1.71 

市営住宅 

家賃 

現年度 94.33 95.00 93.16 95.00 95.00 95.00 

滞納繰越 19.39 22.42 20.14 26.61 26.85 27.10 

計 78.99 80.00 78.07 83.86 83.98 84.11 

市営住宅 

共益費 

現年度 92.20 95.00 91.92 95.00 95.00 95.00 

滞納繰越 5.58 6.89 4.19 10.00 10.00 10.00 

計 59.70 65.00 57.07 71.67 71.13 70.66 

水道料金 

現年度 99.09 98.80 99.44 98.80 98.80 98.80 

滞納繰越 20.74 24.46 24.41 24.46 24.46 24.46 

計 95.77 95.69 96.36 95.69 95.69 95.69 

 

表３－３ 強制徴収債権の財産調査及び差押の実績及び目標  （単位：件） 

債権名 種別 
H24年度 

実績 

H25年度 H26年度 

目標 目標 実績 

市税 
財産調査 3,960 4,000 3,795 3,900 

差押 678 690 712 500 

介護保険料 
財産調査 21 50 90 120 

差押 3 4 2 10 

保育所保育料 
財産調査 10 10 14 10 

差押 9 10 2 10 

国民健康保険料 
財産調査 215 200 186 200 

差押 22 22 5 20 

後期高齢者 

医療保険料 

財産調査 0 5 0 5 

差押 1 3 0 3 

下水道事業 

受益者負担金 

財産調査 0 10 2 10 

差押 0 5 0 8 

下水道使用料 
財産調査 0 － 0 20 

差押 0 － 0 1 
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参照法令等 

 

≪債権の基礎≫ 

 

地方自治法第２４０条（債権）           

  この章において「債権」とは、金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利をい

う。 

２ 普通地方公共団体の長は、債権について、政令の定めるところにより、その督促、強

制執行その他その保全及び取立てに関し必要な措置をとらなければならない。 

３ 普通地方公共団体の長は、債権について、政令の定めるところにより、その徴収停止、

履行期限の延長又は当該債権に係る債務の免除をすることができる。 

４ 前 2項の規定は、次の各号に掲げる債権については、これを適用しない。  

一 地方税法の規定に基づく徴収金に係る債権 

二 過料に係る債権 

三 証券に化体されている債権（国債に関する法律の規定により登録されたもの及び社

債、株式等の振替に関する法律 の規定により振替口座簿に記載され、又は記録された

ものを含む。）  

四 電子記録債権法第 2条第 1項 に規定する電子記録債権 

五 預金に係る債権 

六 歳入歳出外現金となるべき金銭の給付を目的とする債権  

七 寄附金に係る債権 

八 基金に属する債権 

 

新居浜市債権規則第３条（帳簿への記載） 

部、福祉事務所、消防本部、教育委員会事務局、学校、幼稚園、公民館、地域交流セ

ンター、図書館、生涯学習センター、広瀬歴史記念館、選挙管理委員会事務局、農業委

員会事務局、監査委員事務局及び議会事務局の長(以下「部長等」という。)は、その所

管に属すべき債権が発生し、若しくは市に帰属したとき、又は当該債権が他の主管部長

等から引き継がれたときは、債務者の住所及び氏名、債権金額、履行期限その他必要な

事項を調査し、確認の上、これを次項に定める帳簿(以下「債権管理簿」という。)に記

載しなければならない。当該確認に係る事項について変更があった場合も、また同様と

する。 

２ 主管部長等は、債権管理簿を備え、前項に規定するもののほか、次に掲げる事項を記

載しなければならない。 

(1) 債権の発生原因 

(2) 債権の発生年度 

(3) 債権の種類 

(4) 利率その他利息に関する事項 

(5) 履行の遅滞に係る損害賠償金その他の徴収金に関する事項 

(6) 債務者の資産又は業務の状況に関する事項 
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(7) 担保(保証人の保証を含む。)に関する事項 

(8) 解除条件 

(9) その他市長が定める事項 

 

 

≪公債権関係≫ 

 

地方自治法第２３１条の３（督促、滞納処分等）  

分担金、使用料、加入金、手数料及び過料その他の普通地方公共団体の歳入を納期限

までに納付しない者があるときは、普通地方公共団体の長は、期限を指定してこれを督

促しなければならない。 

２ 普通地方公共団体の長は、前項の歳入について同項の規定による督促をした場合にお

いては、条例の定めるところにより、手数料及び延滞金を徴収することができる。 

３ 普通地方公共団体の長は、分担金、加入金、過料又は法律で定める使用料その他の普

通地方公共団体の歳入につき第 1項の規定による督促を受けた者が同項の規定により指

定された期限までにその納付すべき金額を納付しないときは、当該歳入並びに当該歳入

に係る前項の手数料及び延滞金について、地方税の滞納処分の例により処分することが

できる。この場合におけるこれらの徴収金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐ

ものとする。  

４ 第 1項の歳入並びに第 2項の手数料及び延滞金の還付並びにこれらの徴収金の徴収又

は還付に関する書類の送達及び公示送達については、地方税の例による。 

５ 普通地方公共団体の長以外の機関がした前 4項の規定による処分についての審査請求

は、普通地方公共団体の長が処分庁の直近上級行政庁でない場合においても、当該普通

地方公共団体の長に対してするものとする。  

６ 第 1項から第 4項までの規定による処分についての審査請求又は異議申立てに関する

行政不服審査法第 14 条第 1項本文又は第 45 条の期間は、当該処分を受けた日の翌日か

ら起算して 30日以内とする。  

７ 普通地方公共団体の長は、第 1項から第 4項までの規定による処分についての審査請

求又は異議申立てがあつたときは、議会に諮問してこれを決定しなければならない。 

８ 議会は、前項の規定による諮問があつた日から 20日以内に意見を述べなければならな

い。  

９ 第 7項の審査請求又は異議申立てに対する裁決又は決定を受けた後でなければ、第 1

項から第 4項までの規定による処分については、裁判所に出訴することができない。  

１０ 第 3項の規定による処分中差押物件の公売は、その処分が確定するまで執行を停止

する。 

１１ 第 3項の規定による処分は、当該普通地方公共団体の区域外においても、また、こ

れをすることができる。 
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地方自治法附則第６条 

他の法律で定めるもののほか、第 231 条の 3第 3項に規定する法律で定める使用料そ

の他の普通地方公共団体の歳入は、次に掲げる普通地方公共団体の歳入とする。  

一 港湾法の規定により徴収すべき入港料その他の料金、占用料、土砂採取料、過怠金

その他の金銭  

二 土地改良法の規定により土地改良事業の施行に伴い徴収すべき清算金、仮清算金そ

の他の金銭  

三 下水道法第 18 条から第 20条まで（第 25条の 10 において第 18 条及び第 18条の 2

を準用する場合を含む。）の規定により徴収すべき損傷負担金、汚濁原因者負担金、

工事負担金及び使用料  

四 漁港漁場整備法第 35条、第 39条の 2第 10 項又は第 39条の 5の規定により徴収す

べき漁港の利用の対価、負担金、土砂採取料、占用料及び過怠金 

 

新居浜市督促手数料及び延滞金条例 

地方自治法第 231 条の 3第 1項の規定による歳入を納期限までに納付しない者に対す

る督促及び督促手数料及び延滞金の徴収に関しては、法令又は他の条例に特別に定めの

あるものを除くほか、市税徴収の例による。 

 

 

≪私債権関係≫ 

 

地方自治法施行令第１７１条（督促） 

普通地方公共団体の長は、債権（地方自治法第 231 条の 3第 1項 に規定する歳入に係

る債権を除く。）について、履行期限までに履行しない者があるときは、期限を指定し

てこれを督促しなければならない。  

 

地方自治法施行令第１７１条の２（強制執行等） 

普通地方公共団体の長は、債権（地方自治法第 231 条の 3第 3項 に規定する歳入に係

る債権（以下「強制徴収により徴収する債権」という。）を除く。）について、地方自

治法第 231条の 3第 1項 又は前条の規定による督促をした後相当の期間を経過してもな

お履行されないときは、次の各号に掲げる措置をとらなければならない。ただし、第 171

条の 5の措置をとる場合又は第 171 条の 6の規定により履行期限を延長する場合その他

特別の事情があると認める場合は、この限りでない。  

一 担保の付されている債権（保証人の保証がある債権を含む。）については、当該債

権の内容に従い、その担保を処分し、若しくは競売その他の担保権の実行の手続をと

り、又は保証人に対して履行を請求すること。  

二 債務名義のある債権（次号の措置により債務名義を取得したものを含む。）につい

ては、強制執行の手続をとること。  
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三 前 2号に該当しない債権（第 1号に該当する債権で同号の措置をとつてなお履行さ

れないものを含む。）については、訴訟手続（非訟事件の手続を含む。）により履行

を請求すること。  

 

新居浜市債権規則第４条（督促手続） 

  主管部長等は、地方自治法施行令第 171 条の規定により債権(法第 231 条の 3第 1項に

規定する歳入に係る債権及び法第 240 条第 4項各号に規定する債権を除く。)の履行の督

促をする場合には、速やかに督促状(第 1号様式)を債務者に送付することにより行うも

のとする。 

 

 

≪時効の管理≫ 

 

地方自治法第２３６条（金銭債権の消滅時効） 

金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利は、時効に関し他の法律に定めがあ

るものを除くほか、5年間これを行なわないときは、時効により消滅する。普通地方公共

団体に対する権利で、金銭の給付を目的とするものについても、また同様とする。 

２ 金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利の時効による消滅については、法律

に特別の定めがある場合を除くほか、時効の援用を要せず、また、その利益を放棄する

ことができないものとする。普通地方公共団体に対する権利で、金銭の給付を目的とす

るものについても、また同様とする。  

３ 金銭の給付を目的とする普通地方公共団体の権利について、消滅時効の中断、停止そ

の他の事項（前項に規定する事項を除く。）に関し、適用すべき法律の規定がないとき

は、民法の規定を準用する。普通地方公共団体に対する権利で、金銭の給付を目的とす

るものについても、また同様とする。 

４ 法令の規定による普通地方公共団体がする納入の通知及び督促は、民法第 153 条(前項

において準用する場合を含む。)の規程にかかわらず、時効中断の効力を有する。 

 

民法（時効関係） 

第１４５条（時効の援用） 

 時効は、当事者が援用しなければ、裁判所がこれによって裁判をすることができない。  

第１６７条（債権等の消滅時効） 

 債権は、10年間行使しないときは、消滅する。  

２ 債権又は所有権以外の財産権は、20 年間行使しないときは、消滅する。  

第１６９条（定期給付債権の短期消滅時効） 

 年又はこれより短い時期によって定めた金銭その他の物の給付を目的とする債権は、5

年間行使しないときは、消滅する。  

第１７０条（３年の短期消滅時効） 

  次に掲げる債権は、3年間行使しないときは、消滅する。ただし、第 2号に掲げる債権

の時効は、同号の工事が終了した時から起算する。  
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一 医師、助産師又は薬剤師の診療、助産又は調剤に関する債権  

二 工事の設計、施工又は監理を業とする者の工事に関する債権  

第１７３条（２年の短期消滅時効） 

 次に掲げる債権は、2年間行使しないときは、消滅する。  

一 生産者、卸売商人又は小売商人が売却した産物又は商品の代価に係る債権  

二 自己の技能を用い、注文を受けて、物を製作し又は自己の仕事場で他人のために仕

事をすることを業とする者の仕事に関する債権  

三 学芸又は技能の教育を行う者が生徒の教育、衣食又は寄宿の代価について有する債

権  

第１７４条（１年の短期消滅時効） 

 次に掲げる債権は、1年間行使しないときは、消滅する。  

一 月又はこれより短い時期によって定めた使用人の給料に係る債権  

二 自己の労力の提供又は演芸を業とする者の報酬又はその供給した物の代価に係る債

権  

三 運送賃に係る債権  

四 旅館、料理店、飲食店、貸席又は娯楽場の宿泊料、飲食料、席料、入場料、消費物

の代価又は立替金に係る債権  

五 動産の損料に係る債権  

第１７４条の２（判決で確定した権利の消滅時効） 

 確定判決によって確定した権利については、10年より短い時効期間の定めがあるもの

であっても、その時効期間は、10年とする。裁判上の和解、調停その他確定判決と同一

の効力を有するものによって確定した権利についても、同様とする。 

２ 前項の規定は、確定の時に弁済期の到来していない債権については、適用しない。 

 

第７２４条（不法行為による損害賠償請求権の期間の制限） 

 不法行為による損害賠償の請求権は、被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を

知った時から 3年間行使しないときは、時効によって消滅する。不法行為の時から 20 年

を経過したときも、同様とする。  

 

 

≪個人情報の保護・守秘義務≫ 

 

地方公務員法（公務員の守秘義務） 

第３４条（秘密を守る義務） 

職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また、同

様とする。  

２ 法令による証人、鑑定人等となり、職務上の秘密に属する事項を発表する場合におい

ては、任命権者（退職者については、その退職した職又はこれに相当する職に係る任命

権者）の許可を受けなければならない。  

３ 前項の許可は、法律に特別の定がある場合を除く外、拒むことができない。  
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第６０条（罰則） 

左の各号の一に該当する者は、1年以下の懲役又は 3万円以下の罰金に処する。  

一 第 13 条の規定に違反して差別をした者  

二 第 34 条第 1項又は第 2項の規定（第 9条の 2第 12 項において準用する場合を含

む。）に違反して秘密を漏らした者  

三 第 50 条第 3項の規定による人事委員会又は公平委員会の指示に故意に従わなかつ

た者  

 

地方税法（税務職員の守秘義務） 

第２２条（秘密漏えいに関する罪） 

地方税に関する調査（不服申立てに係る事件の審理のための調査及び地方税の犯則事件

の調査を含む。）若しくは租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特

例等に関する法律の規定に基づいて行う情報の提供のための調査に関する事務又は地方

税の徴収に関する事務に従事している者又は従事していた者は、これらの事務に関して知

り得た秘密を漏らし、又は窃用した場合においては、2年以下の懲役又は 100 万円以下の

罰金に処する。  

 

 

≪情報の共有≫ 

 

地方税の徴収対策の一層の推進に係る留意事項等について（抜粋） 

 （平成１９年３月２７日総税企第５５号総務省自治税務局企画課長通知） 

２ 地方団体における徴収体制の整備 

（３）地方団体内における各種公金の徴収の連携強化 

地方団体が住民等から徴収する必要がある公金債権としては、地方税だけでなく、国

民健康保険料、介護保険料、保育料等国税徴収法の例による自力執行権が付与されてい

る債権のほか、公営住宅使用料、給食費、貸付金など多様な債権がある。いずれも滞納

額や件数が増えるなど問題を抱える地方自治体も少なくない。 

これまではそれぞれの制度等を所管する部局において徴収対策に取り組まれてきたと

ころであるが、より効率的かつ効果的な体制を整備する観点から、地方税以外の公金債

権についても一定の滞納整理を税務担当部局に移管、集約する事例が増えてきている。 

地方団体の歳入を確実に確保する観点からも、地方団体内部では専門的な徴収ノウハ

ウを有する税務担当部局の活用を図ることは有用と考えられるので、それぞれの債権に

関する個人情報保護に十分かつ慎重な配慮を行いつつ、各地方団体の実情などに応じ、

検討していただきたい。 

なお、国民健康保険料については、地方税の滞納処分の例により処分することができ

る（国民健康保険法第 79 条の 2 及び地方自治法第 231 条の 3③）ことから、国税徴収法

第 141 条の規定が適用され、滞納者等に対し財産に関する必要な質問及び検査への応答

義務が課されている。このため、当該情報は滞納者との関係においては秘密ではないと

考えられ、地方税法第 22条に定める守秘義務に関し、地方税と国民健康保険料を一元的
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に徴収するため、滞納者の財産情報を利用することについては差し支えない。保育所保

育料など、地方税の滞納処分の例によると規定されているものについても同様と考えら

れるので、参考としていただきたい。 

 

 

≪滞納処分の執行停止・徴収停止関係≫ 

 

地方税法 

第１５条の７（滞納処分の停止の要件等） 

  地方団体の長は、滞納者につき次の各号の一に該当する事実があると認めるときは、

滞納処分の執行を停止することができる。  

一 滞納処分をすることができる財産がないとき。  

二 滞納処分をすることによつてその生活を著しく窮迫させるおそれがあるとき。  

三 その所在及び滞納処分をすることができる財産がともに不明であるとき。  

２ 地方団体の長は、前項の規定により滞納処分の執行を停止したときは、その旨を滞納

者に通知しなければならない。  

３ 地方団体の長は、第 1項第 2号の規定により滞納処分の執行を停止した場合において、

その停止に係る地方団体の徴収金について差し押えた財産があるときは、その差押を解

除しなければならない。  

４ 第 1 項の規定により滞納処分の執行を停止した地方団体の徴収金を納付し、又は納入

する義務は、その執行の停止が 3年間継続したときは、消滅する。  

５ 第 1 項第 1号の規定により滞納処分の執行を停止した場合において、その地方団体の

徴収金が限定承認に係るものであるときその他その地方団体の徴収金を徴収することが

できないことが明らかであるときは、地方団体の長は、前項の規定にかかわらず、その

地方団体の徴収金を納付し、又は納入する義務を直ちに消滅させることができる。  

 

地方自治法施行令 

第１７１条の５（徴収停止）  

普通地方公共団体の長は、債権（強制徴収により徴収する債権を除く。）で履行期限後

相当の期間を経過してもなお完全に履行されていないものについて、次の各号の一に該当

し、これを履行させることが著しく困難又は不適当であると認めるときは、以後その保全

及び取立てをしないことができる。  

一 法人である債務者がその事業を休止し、将来その事業を再開する見込みが全くなく、

かつ、差し押えることができる財産の価額が強制執行の費用をこえないと認められると

き。  

二 債務者の所在が不明であり、かつ、差し押えることができる財産の価額が強制執行の

費用をこえないと認められるときその他これに類するとき。  

三 債権金額が少額で、取立てに要する費用に満たないと認められるとき。  
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第１７１条の６（履行延期の特約等） 

普通地方公共団体の長は、債権（強制徴収により徴収する債権を除く。）について、次

の各号の一に該当する場合においては、その履行期限を延長する特約又は処分をすること

ができる。この場合において、当該債権の金額を適宜分割して履行期限を定めることを妨

げない。  

一 債務者が無資力又はこれに近い状態にあるとき。  

二 債務者が当該債務の全部を一時に履行することが困難であり、かつ、その現に有する

資産の状況により、履行期限を延長することが徴収上有利であると認められるとき。  

三 債務者について災害、盗難その他の事故が生じたことにより、債務者が当該債務の全

部を一時に履行することが困難であるため、履行期限を延長することがやむを得ないと

認められるとき。  

四 損害賠償金又は不当利得による返還金に係る債権について、債務者が当該債務の全部

を一時に履行することが困難であり、かつ、弁済につき特に誠意を有すると認められる

とき。  

五 貸付金に係る債権について、債務者が当該貸付金の使途に従つて第三者に貸付けを行

なつた場合において、当該第三者に対する貸付金に関し、第 1号から第 3号までの一に

該当する理由があることその他特別の事情により、当該第三者に対する貸付金の回収が

著しく困難であるため、当該債務者がその債務の全部を一時に履行することが困難であ

るとき。  

２ 普通地方公共団体の長は、履行期限後においても、前項の規定により履行期限を延長す

る特約又は処分をすることができる。この場合においては、既に発生した履行の遅滞に係

る損害賠償金その他の徴収金（次条において「損害賠償金等」という。）に係る債権は、

徴収すべきものとする。  

 

 

≪判例・裁判例≫ 

 

※１）最高裁判例 H15.10.10（平成 13 年（受）第 1327 号） 

（平成 13年 5月 22 日東京高裁の判決を是認。） 

 水道供給事業者としての地位は、一般私企業のそれと特に異なるものではないから、自治

体と市民との間の水道供給契約は私法上の契約であり、したがって、水道料金債権は私法上

の金銭債権であると解される。 

 

※２）最高裁判例 H17.11.21（平成 17 年（受）第 721 号） 

 公立病院において行われる診療は、私立病院において行われる診療と本質的な差異は無く、

その診療に関する法律関係は本質上私法関係というべきであるから、公立病院の診療に関す

る債権の消滅時効期間は、地方自治法第 236 条第 1項所定の 5年ではなく、民法第 170 条第

1号により 3年と解すべきである。 
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※３）名古屋高裁裁判例 H18.1.19（平成 17 年（行コ）第 34 号） 

 徴税をする地方団体の長は、滞納者に対して滞納処分を行う時期やその対象等について、

当該滞納者の税の負担能力（担税力）や誠実な納入意思の有無に応じてその事業の継続や経

済生活の維持がむやみに損なわれることのないよう配慮しつつ、他方、徴税行為が区々にな

り、公平を欠き、偏頗なものとならないようにすべきであり、これらを踏まえて、計画的、

能率的かつ実質的にその徴収権の確保を図るに相当な範囲での裁量が与えられているもの

と解される。 

 

※４）最高裁判例 H16.4.23（平成 12 年（行ヒ）第 246 号） 

 地方公共団体が有する債権の管理について定める地方自治法第 240 条、地方自治法施行令

第 171 条から 171 条の 7までの規定によれば、客観的に存在する債権を理由もなく放置した

り免除したりすることは許されず、原則として、地方公共団体の長にその行使または不行使

についての裁量は無い。 

 

※５）金沢地裁裁判例 S40.11.12 

 公営住宅の使用関係は、その本質において私法上の賃貸借契約である。 

 公営住宅法第 21条の 2第 2項に基づく割増賃料は、地方公共団体が設置管理している施

設である公営住宅の利用の対価であって、同法第 12 条によって定められた本来の家賃と性

格を異にするものではない。 

 同法第 21 条の 2第 2項に基づく事業主体の割増賃料の徴収処分は、地方公共団体が法令

の規定に基づいて家賃の増額決定権を行使したにとどまり、私法上の家賃の増額の意思表示

と何ら異なるところのない私法行為であって、行政処分ではない。 

  


